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出版業界と図書館における電子タグ技術の現状と課題 
 
湯浅 俊彦，竹内 秀樹，秦 潤傑† 
 
出版物に電子タグを装着することによって出版・流通及び図書館業務の合理化，コスト削減，
利用者サービスの向上を図ろうとする試みが検討されている．電子タグは，接触することなく
データの送受信が可能であり，商品そのものに埋め込むことができることから，ユビキタスネ
ットワーク社会実現の観点から期待されている．しかし，一方で，電子タグによるプライバシ
ー侵害の可能性や知的財産権の拡張といった問題も指摘されている．本稿は，我が国の出版業
界及び図書館への電子タグの導入状況と中国の現状を文献にもとづいて調査した結果をまと
めたものである．電子タグを導入することの利点と問題点を整理し，今後の課題と将来的な可
能性をまとめた． 
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１. はじめに 
 出版物に電子タグを装着することによって出
版・流通及び図書館業務の合理化，コスト削減，
利用者サービスの向上を図ろうとする試みが検討
されている．電子タグとは，ICチップとアンテナ
を内蔵したタグのことである．接触することなく
データの送受信が可能であり，商品そのものに埋
め込むことができることから，ユビキタスネット
ワーク社会実現の観点から期待されているのであ
る．しかし，期待の一方で，電子タグによるプラ
イバシー侵害の可能性や知的財産権の拡張といっ
た問題も指摘されている． 
 以下，第2章，第3章では，出版業界と図書館
界を取り上げて，それぞれにおける取組みの現状
を概観し，電子タグ導入の利点・問題点を整理す
るとともに，今後の課題と将来的な可能性をまと
める．第4章では，中国における電子タグ導入の
状況をまとめる． 
なお，電子タグはICタグ，無線タグ，無線IC
タグ，非接触 IC タグ，電子荷札，RFID（Radio 
Frequency Identification）タグなど，さまざま
な呼び方があるが，本稿では電子タグと表記する． 
 
２．出版業界における電子タグ 
2.1 出版業界の電子タグ導入事例 
2.1.1 「タグ＆パック」の活動 
 出版業界における電子タグ導入の契機はまず書
店における万引き問題から始まったとみてよい． 
 電子タグの実証実験を行っている日本出版イン
フラセンターの永井祥一・運営委員が『ESTERA』
誌にまとめたところによると，第1に書店におけ
る万引き被害の実態があり，第2にそれが新古書
店の買取システムと関連するのではないかと考え
られ，第3に大手書店で結成された「タグ＆パッ
クフォーラム」が出版社に製本段階で万引き防犯
タグを装着する「ソースタギング」を要請し，第
4 に出版社は防犯目的だけでなく物流の効率化に
も利用できる電子タグの導入の検討を始めた，と
いうのが日本の出版業界における電子タグ導入の
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経緯と考えられる1) ． 
 「タグ＆パックフォーラム」は2001年10月に
新古書店対策のために発足したもので，11月9日
に旭川冨貴堂など33社の連名で秋田書店，講談社，
集英社，小学館，白泉社の大手コミック5社に対
して「新古書店対策支援のお願い」という要請文
を提出している．要請文では換金目的のコミック
万引きを防止するために，防犯タグの貼付，パッ
ク済みでの出荷という2点を求めている2)．出版
社側は2002年7月31日，業界が電子タグを導入
するまでの橋渡し的措置としてシールタグを導入
することを骨子とする回答をしている3)． 
 書店の万引き被害について経済産業省は 2002
年6月に全国の書店2,530店舗に対してアンケー
ト調査を実施している．その結果，1 店舗あたり
の年間被害金額は平均約210万円となっており，
売上高の約1～2％に相当すると見られる4)．  
「タグ＆パックフォーラム」はその後 2003 年
には換金防止のための活動，青少年の非行防止，
古物営業法の問題，青少年育成条例の問題に焦点
を移し，2004年4月からは2007年3月までの3
年間の期間限定で「日本書店万引き問題協議会」
に発展的解消し，会員制の「タグ＆パックフォー
ラム」というホームページが存在する5)． 
いずれにしても全国の大手書店から大手コミ
ック出版社に対して行われた万引き防止対策の要
請から，日本の出版業界における電子タグ導入問
題は始まった．2002年11月6日には講談社，小
学館，集英社などが参加する「ICタグ問題を考え
る有志の会」が書店有志の要望する万引き防止タ
グのソースタギング問題に関して，電子タグの有
効性を探るシンポジウムを開催している6)． 
 
2.1.2 出版倉庫流通協議会ICタグ利用研究委員
会の実証実験 
 2003年10月，出版倉庫流通協議会・ICタグ利
用研究委員会は日本出版インフラセンターが予定
した電子タグ実証実験に対して知見を提供し，出
版業界における電子タグ導入に関する検討の促進
を図るために導入試験を行った．「謝恩価格本ネ
ット販売フェア」の出荷業務に電子タグを導入し
たのである．実証実験の協賛企業は集英社，昭和
図書，数理計画，日本ユニシス，日立製作所など
である．実施内容は流通倉庫では複数同時読取り
による出荷検品，模擬店舗では商品アクセスのモ
ニタリング，商品アクセス状況の分析，商品内容
の確認，精算処理，書棚在庫ロスの検知，商品持
ち出しの検知，在庫確認，流通段階では書籍貼付
タグへの販売管理情報の追記，であった7)．  
その結果，「書籍のスリップのICタグを装着し
たが，脱落やスリップを抜き取って店外に持ち出
される恐れもあり，本格導入時の装着場所には相
応しくないと結論づけた」こと，また「背表紙が
装着最適箇所かについては今後検討が必要」なこ
と，「梱包時や書棚に満載した書籍すべてを読み
取れず，課題が残った」こと等が明らかにされた
8)． 
 
2.1.3 日本出版インフラセンター（JPO）の実証
実験 
 経済産業省の「電子タグの活用と産業インフラ
の整備」という情報政策の中で出版業界の実証実
験が2003年度に行われ，2004年3月，「出版業界
における電子タグ利活用の期待と課題」という中
間成果報告が発表されている．    
これによると導入議論の契機は書店からのソ
ースタギング要請であり，防犯以外のメリット追
及も含めて電子タグの導入論があったため，業界
内での検討組織として日本出版インフラセンター
のICタグ研究委員会が設置されたことがわかる．
出版界での利用領域としては①不正流通の発見，
②物流の効率化，③在庫管理の適正化，④マーケ
ティング高度化，の4点が挙げられている9)． 
 またその後，2004年6月には『出版業界ICタ
グ導入検討中間報告書』がまとめられ，実証実験
の詳細が検証されている． 
 
2.1.4 慶応義塾大学村井研究室の実験 
 慶応義塾大学の村井純は書籍に電子タグを装着
し，実際に出版流通に乗せてみるという実験を
2003 年に行っている．斉藤堅爾の報告によれば，
電子タグを装着した『インターネットの不思議，
探検隊！』を実験材料に，実際の流通経路を通っ
たこの書籍がどの程度破損するかを調査し，破損
率約 9.8％という結果が得られたという．埋め込
まれたのは米 Allen Technologyが開発した
2.45GHz 帯の電子タグで，東レインターナショナ
ルの提供によるものである．凸版印刷が6,000冊
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に手作業で電子タグを埋め込んでいる10)． 
この本の出版元の太郎次郎社ではホームペー
ジに「RFIDタグと個人の情報について」という文
章を載せ，「知らない人から知らないうちに読み
とれなくする方法」として，「①アルミホイルで包
む②出版社でのRFIDタグの無効化手続き」，を説
明している11)． 
2.2 政治的・経済的側面から見た電子タグ 
 電子タグは政府の IT 戦略の中に明確に位置づ
けられている．政府のIT戦略本部は2003年7月
に「e－Japan戦略Ⅱ」を決定し，IT利活用による
「元気，安心，感動，便利」社会を目指すために
電子タグを活用する必要性を指摘している．また
「e－Japan重点計画－2003」では「電子タグの導
入を通じた革新的な産業システムの確立に 2004
年度予算額30億円（新規）」とあり，電子タグ関
連技術開発，ユーザ業界ごとの実証実験，電子タ
グの国際標準化，社会的規範等に関する調査研究，
流通サプライチェーン全体最適化事業に特別会計
が充てられることになっている． 
 経済産業省では｢電子タグの活用と産業インフ
ラの整備｣という情報政策を掲げ，2003 年度から
家電業界，アパレル業界，食品流通業界，そして
出版業界の4業界の実証実験を行っている．さら
に4月には，電子タグの価格を国際的な普及の目
安とされる1個当たり5円に引き下げることを目
指す官民合同コンソーシアム「響（ひびき）プロ
ジェクト」を開始するなど，じつに意欲的に電子
タグ推進に取り組んでいる． 
 一方，総務省では2003年4月から「ユビキタス
ネットワーク時代における電子タグの高度利活用
に関する調査研究会」を開催し，2004年3月にそ
の結果をとりまとめている． 
  では，電子タグの市場規模はいったいどのよう
なものであろうか．「関連機器を含めた2002年の
国内市場規模は，日本自動認識システム協会（AIM 
Japan）の調査では156億円，03年は269億円と
見込まれるが，総務省では普及による経済波及効
果を07年前後からの利用急拡大を見込み10年に
は最大31兆円と試算している．」12) 
永井翔一は出版業界に限定して次のように書
いている．「『2003 年出版指標年報』によれば，
書籍の発行部数は重版分も含めて約8億7千万冊，
雑誌は約44億冊なので，すべてに貼付されるとな
ると，年間約53億個の電子タグが必要となる．中
には『1個10円としても530億円，これにタグの
リーダー・ライター等の周辺機器類やシステムネ
ットワーク整備の費用を計算すると 800 億円市
場』という数字を予測する例もある」13)  
このように1年間にかかるコストとしては相当
大きなものであり，電子タグ市場はその将来を有
望視されているのである． 
2.3 電子タグとプライバシー問題 
また，経済産業省では2004年3月，「商品トレ
ーサビリティの向上に関する研究会」が「電子タ
グに関するプライバシー保護ガイドライン」をと
りまとめ公表した．一方，総務省の「ユビキタス
ネットワーク時代における電子タグの高度利活用
に関する調査研究会」は「電子タグに関するプラ
イバシー保護ガイドライン（案）」を取りまとめ，
2004年1月からパブリックコメントを募集，2月
に利用事業者が守るべき情報管理ルールを定めた
ガイドラインを正式発表した． 
このように経済産業省と総務省の２つの府省
が電子タグに関する研究会をそれぞれ発足させ，
プライバシー保護のガイドラインもそれぞれに発
表したため，米国大使館は総務省のガイドライン
に対して2004年3月，単一のガイドラインに整理
統合するために両者は協力しあい，またどの省が
実施を監視するかを明瞭に定義すべきである旨の
意見を述べている14)． 
  電子タグに関して，経済産業省は商務情報政策
局情報経済課が担当し，一方の総務省は情報通信
政策局技術政策課が担当しているのであるが，ガ
イドラインについては2004年6月8日に一本化さ
れた．そのガイドラインでは，何を持っているの
か他者に読み取られないため，消費者の選択権が
留保されている15)． 
2.4 出版業界にとって電子タグは何をも
たらすのか 
出版業界の電子タグの導入によって何がどう
変わるのであろうか．まず流通改善という点では，
商品の追跡管理による流通各場面での所在情報の
把握，検品や返品作業の効率化など．また，倉庫
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や店舗における在庫管理の適正化，店卸し業務の
効率化，タッチログ分析による陳列場所・方法の
改善．さらに書店での万引き防止，不正返品防止，
新古書店における盗品仕入防止などを挙げること
ができるだろう． 
 日本出版インフラセンターはもともと出版物の
書誌データベースを整備するための「日本出版デ
ータセンター」を出版流通の SCM（サプライチェ
ーンマネジメント）システム構築のために出版業
界として改編，設立した組織である．1980年の日
本図書コード管理委員会の発足，出版 VAN，書店
POS システムといった流れの中で考えると，電子
タグの登場は出版物の単品追跡管理を可能とする
究極の流通合理化の役割を果たすかもしれない． 
 一方，電子タグ導入の問題点としては，読み取
り精度の問題，製作工程が増えること，プライバ
シー侵害の危険性，環境問題などが指摘されてい
る．特に以下の4点は出版物に電子タグを装着す
ることによって引き起こされる可能性がある新た
な問題として特筆しなければならないだろう． 
(1) 追跡可能性の問題―販売された後にも装着さ
れていると自宅にあっても，古書店に持ち込
んでも，人に寄贈しても，追跡管理される． 
(2) 所有者の意思に反して読まれることの問題―
離れたところから所有者の意思に反して読み
取られる． 
(3) 誰から読まれるか分からないことの問題―市
販されている安価なリーダー・ライターで誰
でも読むことができる． 
(4) 知的財産権拡張の問題―書店で買ったあとの
処分は持ち主の自由だった出版物が，その貸
与や転売について将来的に制限される可能性
がある． 
 電子タグとプライバシーをめぐっては既にいく
つかの事例がある．例えば2003年3月，フィリッ
プス・セミコンダクタ社がベネトンの新ブランド
に1,500万個の電子タグを出荷予定と報じられ，
消費者のプライバシー保護団体 CASPIAN
（ Consumers Against Supermarket Privacy 
Invasion and Numbering）が反発し，ベネトン製
品の不買運動を提唱．このためベネトンは電子タ
グを装着することを取りやめた．また，2003年10
月2日，米国の電子フロンティア財団はサンフラ
ンシスコ公共図書館に対して所蔵する図書に電子
タグを装着する計画は利用者のプライバシー侵害
の恐れがあると文書で警告した16)． 
 日本では既に述べたように経済産業省と総務省
がガイドラインを発表したばかりという段階であ
るのに対し，米国では法案が提出されている州が
ある．例えばカリフォルニア州では「RFIDプライ
バシー保護法案」が議会に提出されている17)．こ
の法案の条文に照らし合わせると前述の『インタ
ーネットの不思議，探検隊！』は書店で電子タグ
をはずさずに販売しているがゆえに法に違反して
いるということになろう．また，そもそも新古書
店に持ち込まれた商品が書店で精算されたものか
どうかの履歴を追跡しようとする試み自体が認め
られないことになる． 
2.5 読者・利用者の視点が重要 
プライバシー保護の観点からはまだまだ解決
すべき問題がある．しかし，電子タグがバーコー
ドにはない便利な機能を持っていることも事実で
ある．これまでのところ，出版物に電子タグを装
着することに関して読者からの議論はまだほとん
ど起こっていないのが現状である．出版業界や図
書館界は今後，読者・利用者の視点を積極的に取
り入れていく必要があると思われる． 
 
３．図書館における電子タグ 
3.1 図書館への導入状況 
 我が国の図書館界においても2001 年以降，電
子タグの導入が中小規模の新設館，分館を中心に
進んでいる．文献 18)等において紹介されている事
例として，北方町立図書館（宮崎県：2001年開館），
富里市立図書館（千葉県：2003年開館），九州大
学附属図書館筑紫分館（福岡県：2002年導入），
アカデミーヒルズ六本木図書館（東京都：2003
年開館），斐川町立図書館（島根県：2003年開館），
笠間市立図書館（茨城県：2004年開館），結城市
立図書館（茨城県：2004年開館）等がある．大規
模な導入事例としては神戸市立図書館の事例が紹
介されている 19)．2003年時点で 30～40館程度の
導入実績があるといわれている 20)． 
 海外の図書館においても，この数年で電子タグ
の導入が進んでいる．例えば，米国では小規模図
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書館や分館を中心に導入が進んでおり，2004年 3
月時点で導入館の数は250館ほどとされている21)．
蔵書規模にして 50 万点を超える事例としては，
シアトル公共図書館（米国），コネチカット大学図
書館（米国），ネバダ大学図書館（米国），ビエナ
公共図書館（オーストリア），ルーベンカソリック
大学図書館（ベルギー），シンガポール国立大学図
書館（シンガポール），シンガポール国立図書館（シ
ンガポール）等が紹介されている．また，オラン
ダの Bibliothek Dienst(Netherlands Library 
Service)では，国内の公共図書館すべてに電子タ
グを導入し，相互貸借資料を電子タグで統一的に
処理できるシステムを構築することが計画されて
いるという 22)． 
 図書館が提供するサービスは蔵書にもとづいた
情報サービスであり，蔵書は図書館サービスの基
盤である．規模によって幅はあるが，図書館は通
常，数万冊から数百万冊規模の蔵書を有しており，
その形態も図書，雑誌，マイクロフィルム，ビデ
オ，CD，カセットテープ等，多様である．これ
らのモノの効率的な管理は図書館にとって永遠の
課題である．電子タグ技術は，蔵書管理のための
新技術として注目されているのである． 
3.2 電子タグの利点と問題点 
 3.2.1 バーコード，タトルテープによる管理と
電子タグによる管理の違い 
 図書館業務において電子タグ技術が適用されて
いるのは，(1)貸出・返却，(2)蔵書点検等の蔵書
管理，(3)不正帯出防止等の領域である．これらは，
現在，資料に貼付したバーコードとタトルテープ
によって管理されているところが多い． 
バーコードとタトルテープによる管理と比較
すると，電子タグによる管理の利点は，次のよう
にまとめることができる．(1)バーコードとタトル
テープによる管理の場合，資料を1点ずつ処理し
なければならないが，電子タグでは，同時に複数
冊を自動的に処理できる．(2)磁気を用いたブック
ディテクションシステムでは，人体への影響や誤
作動の問題があったが，電子タグによる不正帯出
防止システムでは，人体への影響はほとんどなく，
誤作動もないとされている．(3)電子タグはデータ
の記憶容量も大きく，書き込みや書き換えが可能
であるため，応用範囲が広い． 
 3.2.2 電子タグの利点 
 電子タグを図書館業務に導入することによる利
点として，次のような点が指摘されている23)． 
(1)貸出・返却 
 電子タグを用いることによって複数の資料の貸
出・返却処理を同時に行うことが可能となる．バ
ーコードを1冊ずつ読み取りタトルテープの磁気
を解除する方法に比べて，処理時間が短縮される．
また，貸出・返却を自動化し，利用者によるセル
フサービスを行うことも可能となっている． 
(2)蔵書点検 
 蔵書点検の際に蔵書を書架から取り出すことな
く，点検できる．従来のような一冊ずつ確認しな
がらの点検に比べて，大幅な省力化となる． 
(3)不正帯出管理 
 磁気式のブックディテクションシステムに比べ
誤作動が少なく，身体への安全性も高いとされる． 
(4)返却資料の納架 
 返却資料の配架場所ごとの分別や並べ替えを自
動化し納架作業を大幅に効率化することができる． 
 
3.2.3 電子タグの問題点 
(1)コスト 
現時点において図書館で用いられている電子
タグのコストは，タトルテープのコストの約2倍
である．タグのコストだけではなく，貼付のコス
ト，情報入力のコストも考慮する必要がある．ま
た，既設の図書館では，多くの館が多額の経費を
かけてバーコードとタトルテープの貼付を行って
きた．これに加えて，電子タグをさらに貼付する
コストを負担できるか否かという問題もある． 
(2) 読取精度 
 現時点では読取精度が完全ではなく，特定の条
件のもとで読み取り漏れが生じるとされている．
例えば，電波を使って情報のやり取りを行うため，
図書の厚さや材質によっては読み取りにくい場合
があるほか，金属が使用されているCD等では読み
取れない場合があるとされている．また，リーダ
ーとタグとの角度が垂直になる場合に，読取精度
が落ちることが指摘されている．ブックディテク
ションシステムでは，検出処理の時間が長く，早
足での通過に対応できない例も報告されている．
また，リーダー周辺の他の電波との干渉の問題も
あるとされている． 
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 読み取り漏れの確認を人的に行うとすれば，か
えって時間がかかり，複数同時読み取りによる省
力化の効果が打ち消されてしまう可能性がある．
また，不正帯出防止の観点から見れば，読み取り
漏れはシステムの信頼性に関わる問題である． 
(3)耐久性 
ICチップの品質保証期間は 10年程度といわれ
ている．破損や劣化によって使用できなくなった
タグの交換には，コストの問題はもちろんのこと，
タグを貼付した資料に生じる負荷の問題もある．
はがしやすいようにタグを貼付することが考えら
れるが，不正帯出防止にはマイナスとなるという
ジレンマがある． 
(4)セキュリティ 
 タグの読取精度が上がったとしても，タグをア
ルミ箔で包むなど，金属で電波を遮断すればタグ
の認識は不可能になる．また，タグを取り外す，
破壊する等の不正行為も想定される． 
(5)プライバシー 
 非接触で情報のやり取りが可能であり，トレー
サビリティに優れているという電子タグの特性は，
別の視点から見ると，タグの情報を知らないうち
に盗み見される危険性をはらむものでもある．利
用者のプライバシー侵害の問題が生じうる． 
3.3 問題解決のための課題 
 3.2.3 で指摘した問題点のうち，コスト，読取
精度，耐久性は技術的な問題であり，技術の進展
とともに一定の解決が図られるものと思われる．
特に，読取精度の問題については，現在使用が認
められていないUHF帯の電子タグの有効性の検証
が，経済産業省の委託事業として，日本出版イン
フラセンターによって実施されている．同事業の
図書館ワーキング・グループに参加した吉田の報
告24)によれば，(1)UHF帯は読取距離や一括読取性
能において，短波帯や長波帯，マイクロ波帯に比
べて格段に優れていること，(2)欧米ではUHF帯が
標準採用されており，この周波数帯域が国際標準
となる可能性が高いことがメリットとして指摘さ
れている．技術的な問題については，こうした実
証実験等に取り組み，図書館サイドからも必要な
仕様を提示していくことが求められよう． 
一方，セキュリティとプライバシーは，技術的
問題であるとともに，制度的な問題でもあること
から，法制度の整備も求められるが，図書館界と
してはこうした動きを注視するとともに，運用面
において十分な配慮が必要であろう． 
なお，電子タグのセキュリティ上の弱点を補う
ために，セキュリティのためには磁気システムを
用い，トラッキングのために電子タグを使用する
というハイブリッド型の使用方法を提唱する考え
方もある25)． 
3.4 電子タグの可能性 
3.4.1 電子タグのビジネスモデル 
 NTT データ・ユビキタス研究会は，電子タグの
普及の道筋として，次の3つのパターンを示して
いる 26)．(a)バーコードと同じかもしくは安くで
きるようになる．(b)バーコードよりも高価格だが，
バーコードにはない非常に便利な利用方法がある．
(c)次世代バーコードという概念から飛び出した
全く新しい利用方法がある．図書館の文脈で捉え
るならば，上記の「バーコード」を「バーコード
とタトルテープ」と読みかえればよいであろう． 
 既述のように，タトルテープと電子タグの価格
差は約2倍である．バーコードのコストを無視す
ると，電子タグの価格が半額以下に低下すれば，
価格上の格差はなくなる．しかし，新設の図書館
は別として，既設の図書館では，既に所蔵してい
る資料への貼付（遡及的な貼付）の問題を考えな
ければならず，電子タグの価格が大幅に低下しな
い限り，相当な導入コストがかかる．したがって，
図書館界において電子タグが普及するためには，
上記の(b)または(c)のメリットが電子タグの導入
コストを上回るものでなければならない． 
 
3.4.2 電子タグの可能性 
(1)新たな機能の実現 
 3.2.2 で挙げた機能のほか，電子タグを応用し
た新機能として次のようなものが提案されている． 
・ 自動貸出システムを進化させて，ゲートを通
過するだけで貸出手続きが自動的に完了する
システム． 
・ 利用者を目的の書架まで案内するシステム． 
・ 書架にリーダー・ライター機能をもたせて，
リアルタイムに蔵書点検を行う機能．また，
書架にリーダー・ライター機能があれば，貸
出だけではなく，資料の閲覧利用の状況を把
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握することも可能になる． 
(2)タグの共通化・共有化 
 図書館界全体において，また出版界も含めて，
電子タグの共通化を図り共有することができれば，
物流管理の効率化に大きく寄与することになる． 
<A>図書館ネットワークでの共有 
 各図書館が共通の電子タグを導入すれば，相互
貸借によって他館の資料を借り受けた場合にも，
自館の資料と同じように取り扱うことが可能とな
り，物流と資料管理の両面で効率化を図ることが
できる．国内での共通化は，冒頭で紹介したよう
に，オランダで既に計画されている．国内だけで
なく，国際的な標準化という視点も重要であろう． 
<B>出版界との共有 
出版物にあらかじめ電子タグが貼付されてお
り，それを共有できれば，図書館においてタグを
改めて貼付する必要はなく，またタグ内の情報の
共有も可能となる．図書館にとっては，タグの購
入，貼付，情報入力コストを節減でき，社会的に
みても資源の有効活用になる．物流を川上から川
下まで一貫して管理しようというのが電子タグの
眼目であり，書籍においても当然追求されるべき
であろう．日本出版インフラセンターの出版業界
電子タグ実証実験はそうした試みのひとつである． 
電子タグの共通化・共有化を図るためには，電
子タグと読取機器の標準化，タグに入れる情報の
コード体系・データ定義・運用の標準化を進める
必要がある．また，そうして構築される川上から
川下までの物流管理システムのコストを受益者が
どう分担し，システム管理を誰が担うかという問
題も解決する必要があろう27)． 
3.5 電子タグ導入にあたっての留意点 
電子タグの利点を十全に活かすためには，タグ
の読取精度と耐久性を向上させて，システムの信
頼性を高めることが何より必要である．そうした
基盤の上に立ってはじめて，3.4.2 で示した新た
な機能やネットワークの可能性も現実性を帯びて
くるものと思われる．これに電子タグ価格の低減
が結び付けば，電子タグ導入への機運が高まろう． 
 図書館への電子タグ技術の応用はまだ揺籃期に
ある．大きな可能性を秘めたものとして期待も大
きいが，しかし，電子タグの本質は蔵書管理ツー
ルであり，これが図書館のすべてを変えるわけで
はない．図書館サービスと図書館の組織運営のト
ータルデザインの観点から，冷静にその導入の是
非を見極める目が必要であろう． 
 
４．中国における電子タグ 
 呉晞らによって深圳図書館における電子タグ導
入事例が紹介されているように 28)，中国の図書館
においても電子タグの活用が始まっている．しか
し，中国図書館界において電子タグを論じた文献
の数は多くない 29)．ここでは，出版産業，図書館
界に限定せず，中国における電子タグの導入状況
とその標準化の動向を概観する 30)． 
4.1 物流分野の導入・活用状況 
 驚異的な経済発展を見せる中国においても，特
にインフラ部分で電子タグの導入が進められてい
る．物流分野では，電子タグは主に密輸防止を含
むセキュリティ目的での導入が進められている．
早稲田大学大学院･ 洲太平洋研究科岩村研究室の
文献 31)をもとに中国の状況を紹介する． 
 現在中国では，多くの地方政府が積極的に物流
近代化に踏み出している．一例を挙げると，深セ
ン税関は米国トランスコア社の電子タグ製品
「eGO」システムを採用している．このシステム
は，車両・運転者の両方に固有の電子識別ナンバ
ー入りの IC タグをそれぞれ割り当て，通関時に
フロントガラス上の2つのタグを自動的に読み取
ることで，迅速な手続きと安全確保を実現するも
のである．既に四川省宜賓（イーピン），北京など
中国全土で使用されており，今後も広東省全域で
の普及に向け導入が拡大する見通しだ． 
 その一方で，物流分野における電子タグの商用
利用に関しては，まだまだ時間がかかりそうだ．
現在，中国系コンピューターメーカーや，Hewlett 
Packard，IBMといった外資系企業等がトラック
＆トレースに関するソリューションを提供し始め
ているが，企業への導入は進んでいない．中国に
おいて，電子タグによるトラック＆トレース機能
は，時期尚早な技術なようだ．貨物の管理であれ
ば，逐次ドライバーが本社に電話を一本入れれば
済む，という企業側の意識も強い． 
 企業側の電子タグ導入が進まない背景には，中
国における製造業や小売業の急成長に対し，中間
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流通の効率化の遅れが挙げられている．中国の物
流市場で焦点となるのは，高レベルのサービスで
はなく，主にローコストな伝統的サービスであり，
また，代理店が闇ルートに安く流したり，裏リベ
ートを代理店からもらい値引きするメーカーの営
業部員なども依然として存在する．遅配や欠品が
ないといった流通の付加価値への認識はまだそれ
ほど高くなく，流通機構の商道徳や商習慣は未成
熟な状況にある．変化の激しい市場においては，
地元企業でさえ販売網の構築に苦労し，外資系企
業においてはなかなか手が出せない状況だ． 
 しかしながら製造業の中国へのシフトによって，
貿易や物流分野にも確実に変化は現れている．PC
売上高世界第 2位のデルコンピューター社は，中
国におけるサプライチェーン・マネジメントのツ
ールとして，米 EMS社の電子タグシステムを導
入し，製造と出荷管理に活用している． 
 厦門にあるデル・チャイナ製造工場では，ライ
ン上を流れるトレイの底に電子タグが取り付けら
れ，そこに追跡用コードとコンピューターの組み
立て手順が書き込まれる．トレイは自動的に組み
立て部門へ運ばれ，そこで電子タグに書き込まれ
た組み立て手順に基づいた作業が行われる．製品
の組み立てとテスト終了後，再度トレイの電子タ
グに製造年月日，部署名，従業員コードなどの製
造情報が書き込まれる．その後製品を乗せたトレ
イは配送部門へ運ばれ，箱詰め，ラベル張り，そ
して出荷準備が自動的になされている． 
 現在デル・チャイナの中国における市場シェア
は 1％未満と非常に小さい．しかし電子タグを利
用した効率化を図るなど，今後は中国国内での価
格競争に立ち向かうことでシェア拡大を狙ってい
る．またデル・チャイナ以外にも，日本の流通大
手企業など外資系企業による電子タグ利用は浸透
しつつある．「オート IDセンター」も中国におけ
るセンター設立を準備中で，複数の大学に接触し
ているところだという． 
 中国半導体行業協会によると，中国は既に日本
を除くアジア太平洋地域で 2番目に大きな IC市
場であり，2002年から 2005年の間，中国の IC
市場は 30％前後の成長率を達成すると見込まれ
る．中国の IC 市場における需要量は 2005 年に
500億に達し，売上高は 3,000億元（約4兆 5,000
億円 ※1元=15円）を超えると予測されている．
もちろん，この数字には物流利用以外で現在普及
が進んでいる IC カード等も含まれている．しか
しながら，中国の物流市場は規模を有する．今後
物流市場の成熟化，付加価値化が進んだ際，ICタ
グを利用する電子タグの爆発的な拡大は十分想像
されるものである． 
4.2 標準化への動き 
情報産業部科技局の張新生・副局長は2004年7
月 11 日，情報産業部が制定した電子タグ技術標
準の詳細を明らかにした．また同日北京市で，世
界の電子タグ専門家と研究開発企業が集結する
「世界RFIDサミット」が開催され，世界的な電
子タグ標準統一について話し合われた 32)． 
中国の電子タグ標準は，中国の国内事情を考慮
し，世界標準を引用した独自のものを制定した．
中国国内企業からも電子タグへの期待が高まって
おり，11日午後には大手家電販売店の国美電器が，
中国初の電子ラベルテストを店頭で行った．ある
専門家は，中国には世界中のメーカーが集まって
おり，その制定する標準は大きな影響力を持つと
している． 
現在，各国間で異なる電子タグ標準が採用され
ている．今回のサミットでは，旅行などでの荷物
の往来に不便が生じるため，世界基準制定の必要
性が指摘された．しかし，電子タグ分野の第一人
者である東京大学大学院の坂村健教授は，各国の
標準が異なるのはそれぞれの国内事情によるもの
で，尊重されてよいと指摘する．基準統一という
のは，一つの基準を定めることではなく，異なる
標準をどのように応用，適応させるかということ
であるとの考えを示した． 
日中韓の3カ国は8月に日本で電子タグ標準に
関する委員会を設立している．坂村教授によると，
この委員会の主旨は，3 カ国が異なる基準を採用
していることで生じる問題を解決するというもの
である．日本では企業 160 社が欧米標準を採用．
韓国は自国の標準を制定している． 
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